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１【提出理由】

　民法上の任意組合米国不動産投資事業組合第1号が当社の特定子会社に該当しないことになりましたので、金融商品

取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づき、本臨時報告書を

提出するものであります。

 

 

２【報告内容】

(1）当該異動に係る特定子会社の名称、住所、代表者の氏名、出資の額及び事業の内容

①　名称　　　　：米国不動産投資事業組合第1号

②　住所　　　　：東京都千代田区丸の内二丁目7番2号

③　代表者の氏名：業務執行組合員　株式会社ＦＰＧ

④　出資の額　　：3,680,100,000円

⑤　事業の内容　：不動産投資管理事業

 

(2）当該異動の前後における当社の所有に係る当該特定子会社の出資持分及び当該特定子会社の総出資持分に対する割

合

①　当社の所有に係る当該特定子会社の出資持分

異動前：3,680,100,000円（3,680,000,000円）

異動後：1,710,100,000円（1,710,000,000円）

②　当該特定子会社の総出資持分に対する割合

異動前：100％(99.99％)

異動後：46.47％(46.47％)

（注）１．当社は、商品として提供する集団投資事業案件で投資ビークルとして利用するために、当該任意組合

を組成し、当社の子会社としておりました。当該任意組合は、当社の顧客である投資家への出資持分の

譲渡を目的として組成したものですが、譲渡後も継続して当社グループが当該任意組合の業務執行を行

うため、当社グループの任意組合への出資の状況その他の事情を踏まえて、保有出資持分の過半数を譲

渡した時点をもって子会社から除外されるものと判断しております。このため、「議決権の数」及び

「総株主等の議決権に対する割合」については、「当該特定子会社の出資持分」及び「当該特定子会社

の総出資持分に対する割合」を記載しております。

（注）２．（　）内は間接所有割合であり、内数で記載しております。

 

(3）当該異動の理由及びその年月日

①　異動の理由　：この度、当社子会社である株式会社ＦＰＧ証券が保有する任意組合出資持分の全てを投資家に譲

渡することとなり、2022年7月29日付で子会社除外の要件を満たすことになったため、本書を提

出するものです。なお本書は、当社の顧客である投資家への譲渡であることに鑑み、子会社異動

日となる当該任意組合出資持分の過半数の譲渡実行日をもって提出しております。

②　異動の年月日：2022年7月29日

 

以　上

 

EDINET提出書類

株式会社ＦＰＧ(E24651)

臨時報告書

2/2


	表紙
	本文
	１提出理由
	２報告内容

